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0．148　　29．30　　12．43　　－134．9　　－34．07　　4．3
（1．00）　（1．23）　（1．00）　（－1．93）　（－0．20）
0．023　　12．12　　5．643　　－605．8　　－21．29　　3．1
（0．33）　（1．07）　（0．96）　（－1．83）　（－0．26）
0．015　　7．673　　4．431　　－418．3　　－18．95　　3．1
（0，30）　（0．93）－1．04）　（－1．74）　（－0．32）
－0．042　　5．089　　2．035　　－460．1　　11．99　　6．5
（－1．87）　（1．41）　（1．08）　（－4．34）　（0．46）
－O．061　　7．656　　0．589　　－182．5　　17．10　　6．2
（－2．50）　（1．幽95）　（0．29）　（－1．59）　（0．60）
－O．046　　3．954　　0．908　　－88．89　　10．63　　4．8
（－2．36）　（1．26）　（0．56）　（－0．94）　（0．47）
0．5526
0．4455
0．4390
0．6720
0．6599
0．5863
　tf直は（）内で示されている。
　VI表は資本の生産性（NO／K），資本利潤率（GP／K，　NP／K）および総要素指
標についての結果を示している。最初の3つの式で，集中率（CR）は負であ
る。しかしそれはNO／Kの式でのみ有意である。この結果は弱いのである
が，仮説と対立しており，またアメリカ合衆国の製造業についての多くの調査
結果とも一致しない。しかしR．H．ハートのイギリス産業について調査結果と
はかなり一致している∫71。総要素指標は集中と強くはないけれども正の相関を
示している。
　他の諸変数は参入障壁を除いて，予想された結果を示している。これらの調
査結果はMLH産業の場合とそう異ならない。
〔1）F値が2．98より大である場合，113の観測値と6つの独立変数とをともなう方程式で，従属変
　数と独立変数との関係は統計的に99％水準である。
（2）CRはEBと強く相関にいる。計測される方程式からEBを除いても，　CRの係数は何ら実質
　的に変化しなかった。
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（3）t値は推定式の標準誤差で推定係数を割ったものである。もし値が1．96より大であれぽ，係数
　は95％水準で，ゼロとは有意に異なるし，彦値が2，58より大であれば，99％水準でゼロとは有意
　に異る。
〔4）NO／LのCRに関する平均弾力性は0．44である。
㈲　労働生産性の成長率をすべての独立変数に回帰させた結果は次の通りである。
・・G－22・96＋撃堰p§9ヂR禦8響一1蝋15搬騨一轡瓠゜
　　　十〇．3691／S　　　R2＝0．1880．
　　　（0．40）
〔6）17の観察値と6つの説明変数をもつ式で，従属変数と独立変数との関係は，F値か5．39より大
　であれば99％水準で有意であり，F値が3．22より大きけれぽ95％水準で有意である。
〔7）P．E．Hart，℃ompetition　and　Rate　of　Return　on　Capital　in　U．K．　Industry，　Basiness
　Ratios，　Spring，1968，
V　結
?
　以上のような諸結果を通じて，ホルターマソは無条件ではないとしても，次
のように結論している。
　（1）集中率（CR）とともに労働生産性（NO／L）は上昇するが，資本の生産
性（NO／K），資本利潤率（GP／K，　NP／K）は低下する。しかも集中率の前者
に対する正の影響は後者への負の影響を相殺して余りがあり，したがって総要
素生産性（NO／LK，　NO／（xvL＋rK））やその収益率（GP／LK，　NP／LK，　GP／
（wL＋rK），　NP／（zvL＋rK））は集中率とともに増大する。また消費財産業を除
いて，集中と価格一費用マージン（GP／GO，　NP／GO）との関係は無視しうる程
度であり，消費財産業においては，いくらか強いが，負である。
　このように高度の集中率は高率の資本利潤率を実現するという一般的仮説に
対して，結果は全く支持を与えていない。
　彼の場合その理由は明確ではないが，X一非効率性は労働より資本の非効率
的利用によって生じ，高価格による利潤増加を相殺して余りあるほど，集中と
ともに増加するからと考えられている。もし彼が示した結果が妥当であると仮
定すれぽ，この面からしても独占禁止政策は再検討されねぽならなくなる。即
ち高度の集中率を規制することによって，高率の資本利潤率を抑制するという
政策理論は否定されるであろうし，また集中率を抑制し，低下させる政策は労
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働生産性の増大を阻止することになるからである。
　②　参入障壁と成果指標との関係について，「結果」は一般的仮説と対立し
ている。分析結果によれぽ，規模参入障壁は回帰係数が有意でゼロでない場
合，成果指標と負の関係を示しているからである。もしこの結果が正当であれ
ぽ，高度の参入障壁による市場集中率，価格一費用マージンの増大，したがっ
てその規制という政策課題（「諸結果」（8｝をも参照のこと）は存在しえなくなる。
　（3）集中率以外の成長率をはじめとするその他の構造・行動変数は多かれ，
少なかれ予想された結果を示している。ただホルターマンは前述のように特に
広告集約度の結果に注目している。即ち彼によればそれは前述の理由で，粗利
潤や粗価格一費用マージンと正の関係にあって，産業間の生産性や粗利潤率の
差異を説明しうるが，純利潤率や純価格一費用マージンの産業間差異には何ら
関係しない，と考えるのである。
　以上，一般的仮説に対するホルターマンの分析結果，結論に言及してきた
が，これから直ちにイギリス産業における市場構造と市場成果との関係やそれ
に対応する公共政策の在り方を一義的に断定することは許されない。
　他の分析結果も当然に参考とすべきである。この点，例えぽJ．K．シラージ
の分析も興味があろう。彼もホルターマンと同様にイギリス製造業産業におけ
るMLH産業グループを対象に，主に1963年の生産センサスを手がかりに価
格一費用マージン（コリンズ，プレストンの定義にしたがって，売上高に対する税引前
粗利潤）と市場構i造との関係を検討している。標本，データ，変数など，すべ
てが同一ではありえないので，機械的に両老を比較することは許されないが，
大体の傾向はそれによって把握することができ，また，かなりの共通する結果
も見出されるω。
　更にホルターマン自身も認めているように，データ，分析方法にも問題があ
ろう。例えぽ，資産，資本のデータが不十分であり，結果を非常にゆがめる危
険も多い。また113のMLH産業を対象とする場合，密接な代替性のない製品
も当然，含まれており，標本として適当であるか，どうか検討する必要があろ
う。また市場支配力の尺度として5社集中率だけで十分であるか，どうか。も
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しもH．M．マンのように上位企業の市場占有率における非対称性の度合を考慮
すれぽ，結果は異なったかも知れない②。更に参入障壁変数を最小最適工場規模
の側面からのみ取り上げ方法も再検討されねばならないように思われる。また
ホノレターマンは言及しなかったが，イギリス産業の場合，輸入，輸出，外国企
業の参入，特に買手としての公有企業，公的機関などは（更にイギリス産業固有
の問題ではないが，独占規制の実施状況も含めて），市場構造，市場成果に非常な影
響を与えるので，これらの脱落部分は早急に処理されねばならないであろう〔3〕。
　いずれにせよ，ここで示されたホルターマンの諸結果は，独占の弊害防止を
主要な課題とする産業組織政策に対して重大な問題を提起している。したがっ
て今後，精密な事実分析を積み重ねながら，これら不十分な問題を積極的に解
明し，産業組織政策の正しい運営を図らねばならない。
（1）　〔3〕　pp．67－76．
Regression　Equations　Explaining　Price－Cost　Margins
Equation
Number　Constant　CRMEP3　K／Q　　GR　　PDD　IMP　　　　　　　correctedEXP　FCFSD　RZ　R2
（1）
（2a）
（2b）
（3a）
（3b）
　　　　　　　　　　（sample　of　industries）
3．55　　0．026　　0．198　　0．100b　O．087a　2．80b　－O．058　　0．134b　　　　　O．455　0．383
　　（0．81）　（0．92）　　（2．35）　　（2．97）　　（2．29）　　（0．78）　　（2．24）
　　　　　　　　　（sample　of　60　industries）
6。34　　0．009　　0．833a　O．081b　O．038c　2．97a　－0．082c　O．103b　　　　　O，598　0．544
　　（0．34）　（3．86）　　（2．34）　　（1．46）　　（2。95）　　（1．34）　　（2．09）
6．36　　0．GO8　　0．821a　O．083b　O．036c　2．96a　－0．084e　O．101bO．34　0．599　0．536
　　（0．30）　（3．68）　　（2．33）　　（1．39）　　（2．91）　　（1。35）　　（2．00）　（0．26）
　　　　　　　　（subsample　of　41　industries）
6．56　　0．035　　0．684a　　O．070b　　O．023　　2．54b　　－0．129c　　O．151b
　　（0．85）　（2．81）　　（1．75）　　（0．58）　　（2，14）　　（1．66）　　（2．25）　　　　　　　0．606　0．523
6．42　　0．029　　0．574b　O．079b　O．024　　2．44b　　－O．137b　O．140b　1．86　0．618　0．523
　　（0．85）　（2．15）　　（1．96）　　（0．60）　　（2．06）　　（1．76）　　（2．04）　　（1．00）
標本にはMLH産業の内から主製品の80％について集中率が公表され，また特化指数80％以上
の産業61が選び出された（マーガリソ，合成脂肪産業は一時，政府食糧庁の管理下にあったので，
これを除外したのD：　2a式，2b式である。）。更に主製品，特化指数の基準を90％に引き上げて，
41産業が標本として選び出された（3a，3b式）。
　価格一費用マージンは売上高に対する税引前粗利潤である。
　t値は（）に示されている。係数の有意性は片側t検定を用いて検定されている。a，　b，　cは
　1％，5％，10％，水準でそれぞれ有意を示す。
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　　CR：・5社集中率の加重平均，　MEPS：最小最適工場規模による参入障壁変数（総産出高に対
するmid・point　plantによる），　K／Q：資本・産出高比率，　GR：1958－63年間の売上高の増加率，
PDD：広告による製品差別化ダミー変数，　IMP，　EXP：産出高に対する輸入，輸出の各割合，
FCFSD：外資系企業の市場占有率が10％以上を示すダミー変数。
J．K．シラージの分析結果の詳細は別の機会に譲る，ここでは主要な結果の若干を簡単に示して
　おこう。
　　（1）1式ではホルターマンと同じように，CR，　MEPS（符号は正であるが）は統計的に有意
　　　ではない，GRは有意。
　　②　2a式では輸入，輸出変数は期待通りの符号を示している，　CRは1式と同じように統計的
　　　に有意ではない。
　　（3）2b式で，外国資本の直接投資の価格一費用マージンに対する影響が示されているが，統計
　　　的に有意ではない。
　　側3a式で，　CRはやはり有意ではない。ただ，この場合，　GRも統計的に有意ではない。
　　（5｝3b式において，　外資系企業の支配を示すダミー変数は予想通り，統計的に有意ではな
　　　いo
　　（6）シラージは5社集中率50％以上の集中産業の需要成長率（GRC）と50％以下の非集中産業
　　　の需要成長率（GRU）との価格一費用一？・一ジソに対する効果を検討してしるが，下記式で
　　　明らかなように，正であるが統計的に有意ではない。
　　　PCM＝6。40十〇。008CR十〇．831aMEPS十〇．081bK／Q十〇．039GRC十
　　　　　　　　　（0．26）　　　（3．72）　　　　　　　（2．26）　　　　　（1．10）
　　　　　　0．037GRU十2．96aPDD－O．082clMP十〇．103bEXP
　　　　　　（1．16）　　　　　（2．90）　　　　　（1．32）　　　　　（2．02）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R2　＝O．598
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　correctedR2＝O．535
　　（7）結局，彼の分析によれば，MEP3とPDDは統計的に有意であるが，　CRについては有
　　　意を示すことができなかった。
　　　これに対してホルターマソの場合は，MEP5は統計的に有意ではなく，符号は負である。
　　　粗価格一費用マージンに対するA／S（これはシラージのPDDに対応するが）はシラージ
　　　と同様に，係数は有意で正である。
（2）H，M．　Mann，“Seller　Concentration．　Barries　to　Entry　and　Rate　of　Return　in　Thirty
　Industries，1950～1960”The　Review　of　Economics　and　Statistics，　Aug．1966．
｛3）　〔3〕　p．74，　〔2〕　p，36。
